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保育所等の整備に対する助成事業 

募集要項 

 

令和４年度第２回保育所等の整備に対する助成事業を下記により募集します。 

 

 

１．目 的 

本助成事業は、社会福祉等の増進を目的として整備された施設のうち社会福祉法人

が所有、運営する施設等の補修改善を助成し、定款の理念である心豊かな社会づくり

の実現に寄与することを目的とします。 

 

２．実施方針 

本助成事業は、次の各号に掲げる方針に基づき実施します。 

（１）申請者が助成を申請する施設等の整備（以下「申請事業」という。）の計画及

び実施方法が、当該申請事業の目的を達成するために適切であり、かつ十分な

成果を期待し得るものであること。 

（２）本財団の助成がなくしては、当該申請事業の効果を十分に発揮できないと認

められること。 

（３）当該申請事業が営利を目的としないこと。 

（４）当該申請事業の予想する成果が、特定の者の利益にのみ寄与するものでない

こと。 

（５）宗教活動、政治活動を目的とする団体及び反社会的勢力でないこと。 

（６）本助成事業の助成を受けた後、翌年度から起算し５年間は助成の申請ができ

ないこと。 

 

３．事業の内容 

本助成事業は、社会福祉法人が所有し運営する保育所等で、老朽化により利用上の

支障をきたし、その原状回復が必要と認められる施設等の補修改善工事等に係る費用

（以下「事業費」という。）の一部を助成します。 

 

４．対象者 

本助成事業の助成を受けられる対象者は、保育所等を所有し運営する社会福祉法人

とします。 

５．助成率及び助成限度額 

原則として、対象となる事業費の３分の２以内とし、助成金限度額は４００万円以

内です。 
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６．助成金の支払方法 

助成金の支払は、自己負担金額以上の補修改善工事代金等の決済後に精算払とし、

申請された銀行等金融機関へ振り込みます。 

 

７．助成の対象要件 

（１）本助成事業の助成対象要件は、次の①から③に掲げるとおりです。 

① 補修改善対象施設の完成後１５年以上経過していること。 

② 老朽化等により利用上支障をきたしていること。 

③ 原状回復を必要としていること。 

（２）前号①に該当していない場合であっても次の①又は②に該当する場合は、助

成対象とすることがあります。 

① 老朽化が著しく前号の補修改善工事と一体で行われる施設等の補修改善 

② 耐用年数を経過して使用不能となっている設備の整備 

 

７．２ 助成対象となる建物部位、設備及び工事 

（１）助成対象になる建物部位及び設備は次に掲げるとおりです。 

① 建物の屋根、壁、床、便所、ベランダ、窓サッシ等 

② 建物に付帯する設備である暖冷房、照明、給湯設備、合併処理槽 

③ 上記以外の建物の部位等で不明な場合は、１５に記載の問い合わせ先に

問い合わせること。 

（２）助成対象となる補修改善工事等の内容は次表のとおりです。（２）助成対象と

なる補修改善工事等の内容は次表のとおりです。 

工事 

区分 

内 容 

建物の補修改

善工事 

・防水、防錆を目的とした工事 

・建物の内装補修工事 

改造工事 ・建築当初の面積、形状は変えずに内部の間取りの変更

等、施設の機能改善を目的とした工事 

・バリアフリー工事 

増築工事 ・制度変更に伴い建物の機能改善が必要となった増築工

事。ただし、対象工事の面積が１０㎡未満であること。 

その他の工事 ・その他、施設の利用者等の安全のための補修改善工事で

あり本財団が認めたもの。 

設備工事 ・暖冷房空調設備の取り換え工事 

・照明機器の取り換え工事 

・給湯設備の機能低下を改善するための補修又は取り換え

工事 

・上記工事に付帯する配線、配管その他の付帯工事 

・下水道の整備に伴う合併処理槽の撤去工事 
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７．３助成対象経費 

助成対象経費は次のとおりです。詳細は、「応募要領」を確認してください。 

（１）工事費用及び設備費用 

（２）設計及び監理業務費用 

 

８．募集期間 

令和４年６月１日（水）から６月３０日（木） 

 

９．助成金の交付申請方法 

所定の申請書に必要事項を記入し必要書類を添えて申請してください。 

【申請書の入手・提出先】 

法人所在地の都道府県共同募金会 

【提出期限】 

令和４年６月３０日（必着） 

 

１０．調 査 

申請書及び付属書類等に基づき書面調査を行うとともに必要に応じて現地調査を実

施します。 

 

１１．審査及び助成金交付決定       

外部の有識者による審査委員会で審査し、その答申を受け理事会において助成先及

び助成金額を決定します。 

 

１２．審査結果の通知 

審査結果は、令和４年１０月上旬に申請者に対して郵送で通知します。 

 

１３．監査及び書類の保管 

交付決定した助成金の額の確定において監査を実施します。 

また、必要に応じて助成事業確定後の監査を実施します。 

本事業の手続書類は、必ず助成金の額の確定通知の日から５年間保管してくださ

い。 

 

１４．個人情報の取扱い 

助成申請に際して収集した個人情報は、本財団の個人情報保護規程に基づき、本財

団の定款に定める公益の増進を目的とした諸事業の実施に係る審査、連絡及び情報公
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開（事業年度、事業実施団体名又は事業実施者名・事業内容・助成金の金額・事業成

果の概要・事業に関する補足情報）のみに利用します。 

 

１５．問い合わせ 

法人所在地の都道府県共同募金会 

以上 


